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委員ご意見への参考資料（官民の取組事例）
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○民間企業における防災や国土強靭化に資する多くの取組が行われてきたが、地域や社会の課題と必ずしもマッチングしておらず、うまく
活用できていないため、これまでの取組を活かす視点も重要である。

〇内閣府防災では、「防災×テクノロジー官民連携プラットフォーム」（防テクPF）の一環として、災害対応を行う地方公共団体等の困りごとや関心
事項（ニーズ）と民間企業等が持つ先進技術のマッチングを行う「マッチングサイト」を開設（令和3年7月）。
〇マッチング機能に加え、平時から復旧・復興期までの災害フェーズ、風水害、地震といった災害種別等に応じてニーズ/先進技術の検索も可能。

内閣府防災 https://www.bosaitech-pf.go.jp/



委員ご意見への参考資料（民間の取組事例）
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○民間企業における防災や国土強靭化に資する多くの取組が行われてきたが、地域や社会の課題と必ずしもマッチングしておらず、うまく
活用できていないため、これまでの取組を活かす視点も重要である。

防災コンソーシアムCORE https://www.bosai-core.jp/



委員ご意見への参考資料（民間の取組事例）（つづき）
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テーマ概要 想定顧客

1
「リモートセンシング活用によるインフラ維持管理リスク抽出
災害発生時の被害の甚大化を抑えるインフラ維持管理ソリューションの創出を目指します。ICT、IoT技術を活用し、人口減少下でも持続
可能な各種インフラ設備の整備に貢献します。

• 自治体
• 道路管理業者

2
避難につながる災害の事前予測
国土交通省や気象庁等が公開している気象情報・河川情報に加えて、流域降雨量などのデータを組み合わせることによる事前の避難判
断支援ソリューションを検討し、地域（企業や自治体など）の防災・減災力の向上に向けて、共に取り組んでいくことを目指します。

• 自動車ディーラー
• 運送事業者
• 倉庫事業者

3
リアルタイムハザードマップ
従来の静的なハザードマップから進化した、リアルタイムハザードマップを開発します。防災IoTセンサーやSNSなどから取得するリアルタイム情
報の活用に加え、カメラ映像から発災の予兆や状況を捉えるAI解析の技術開発を行い、全国を網羅する社会実装を目指します。

• 自治体
• 企業

4
デジタル技術を活用した被害調査及び復旧・復興の迅速化
技術をフル活用し、生活再建までの期間短縮・被災者の負担軽減に取り組みます。具体的には「センサー/衛星等を用いた被害調査の省
人化・効率化」「官民の情報連携/PUSH型サービスによる各種申請・審査の簡素化」などの防災DXに取り組みます。

• 自治体

5
オールハザードのリスク評価とまちづくり・防災対策への活用
想定される災害の形態や被災の影響を詳しく評価分析し、地域の特性に応じた「事前防災」の対策が求められています。各分野で培った
様々な技術や実績を基礎に「災害に強いまちづくり」に貢献する新たなサービスの開発を目指します。

• 自治体

６ あたらしい防災情報システムの研究とそれを援用した防災事業検討
在宅避難住民を対象とした「災害時コミュニケーションシステム」と「災害時拠点物流」の実現を目指します。

• 自治体
• 個人

７
タイムライン活用による水害時における災害拠点病院等の防災及び機能維持
災害拠点病院の約1/3（765病院中233病院)が浸水想定地域に存在。また、病院運営に必須な「電気・医療機器」の多くが、地下～
階に集中するケースが多い。地域特性に基づく予測情報をもとにタイムライン防災計画手法の確立および、防災・医療支援機関の連携を
図るデジタル基盤の構築をめざします。

• 災害拠点病院

８
地域視点における災害時医薬品供給BCPの検討
災害時の医薬品供給において各領域の各レイヤー（業界団体、メーカー、卸売、小売等）で防災計画、マニュアル、協定等は存在 する
が、全体の連携が不十分であり、各レイヤーでの全体最適を検討します。

• 薬局など

９
建物と建物利用の総合的なレジリエンスサポートサービス
地震発生を想定したビルオーナー向けの各種サービスを検討します。人流データを活用して事前の避難シミュレーション等を活用したＢＣＰ
策定支援の高度化や、災害発生後の駆けつけサービスなどの実装を目指します。

• 高層ビルオーナー

10
水災害時の物流機能維持や企業の事業継続に向けた情報提供サービス
雨量規模等に応じた通行止めリスクや代替えルート等を電子地図上に可視化し、物流拠点や物流サービスに対する水災害への予防措置
をBCP策定の高度化を目指します。

• 運送事業者

サービス紹介

防災コンソーシアム CORE｜別紙



委員ご意見への参考資料
○再生可能エネルギー利用の増加に伴い、自らの施設の電力を自給・蓄電できる事業者も増えることが想定されるため、将来的なエネル
ギー戦略も含めて検討していく必要がある。

○経済産業省では、地域にある再生可能エネルギーを活用し、平常時は下位系統の
潮流を把握し、災害等による大規模停電時には自立して電力を供給できる「地域マ
イクログリッド」を構築する事業者等に対して支援を行っている。
○地域マイクログリッド構築により、大規模停電からの早期復旧や防災機能の維持を
通じた、地域のレジリエンスの向上等が期待される。
※地域マイクログリッドとは・・・平常時は地域の再生可能エネルギー電源を有効活用しつつ、電力会社等とつながっている送配電ネットワークを通じ
て電力供給を受けるが、非常時には一送の事故復旧の１手段として送配電ネットワークから切り離され、その地域内の再エネ電源をメインに、コー
ジェネレーションシステムなど他の分散型エネルギーリソースと組み合わせて自立的に電力供給可能なグリッドのこと。
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京セラ株式会社（神奈川県小田原市）
⚫神奈川県小田原市には、災害等による大規模停電時に配電線を活用し、小田原市わんぱくらんどに設
置した太陽光発電設備から地域マイクログリッド内の地域防災施設等へ自立的な電力供給を行い、蓄電池、
ＥＶを電力需給の調整力として用いて、地域コミュニティーの災害対応に寄与するモデルを構築。

株式会社関電工（千葉県いすみ市）
⚫千葉県いすみ市は、2019年の台風により甚大な被害を被り、長時間にわたる停電が発生したことから、
防災・BCPへの取り組みとして、長時間にわたる大規模停電発生時に、使用可能な配電線区間を活用し、
太陽光発電・蓄電池・LPガス発電機等から避難所等に電力供給するシステムを構築。

▼地域マイクログリッド対象区域

▼災害時による大規模停電時に電力が供給される主な施設

地域マイクログリッド供給エリア（km2）：0.125㎞2
地域マイクログリッド配線長（m）：700m
地域マイクログリッド発動時の電力供給継続日数（日）：2.5日（60時間）

施設名 概要

小田原こどもの森公園わんぱくらんど 応急仮設住宅候補地(いこいの森を含め12.5ha
の敷地内に水道、トイレ、シャワー施設が存在、滞留者の一時的な避難にも対応)

小田原市いこいの森 キャンプ場

フォレストアドベンチャー 民間施設

https://sii.or.jp/microgrid03/uploads/mg_gaiyousiryou_20230621.pdf https://sii.or.jp/microgrid03/uploads/mg_gaiyousiryou_20230621.pdf

▼地域マイクログリッド対象区域

地域マイクログリッド供給エリア（km2）：約0.16㎞2
地域マイクログリッド配線長（m）：系統線678m
地域マイクログリッド発動時の電力供給継続日数（日）：
約4日間（約96時間）（天候・燃料補給等の条件による）

▼災害時による大規模停電時に電力が供給される主な施設
施設名 概要

いすみ市役所 防災拠点

大原中学校 指定避難所、収容人数582人（現在は新型コロナウイルス感染症対策のため、従来の約半分の287人
に設定）

東京電力パワーグリッド大原事務所 東電PG災害時復旧拠点、基本的には同社所有の非常用発電機にて電力を賄うパターンとMGからの
電力供給パターンの二通りを検討。



委員ご意見への参考資料
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○東日本大震災における原子力発電所の事故においては、地元住民への情報提供が不十分だったことから、発電所被災時の情報提
供のあり方を検討する必要がある。

○住民への情報伝達体制については、（放射線）防護措置（避難、屋内退避、一時移転、安定ヨウ素剤の服用指示等）が必要になった場合、
原子力災害対策本部等から県及び関係市町に、その内容をテレビ会議等を活用し迅速に情報を提供することとしている。
○その上で、県及び関係市町は、防災行政無線、広報車、有線放送（緊急告知放送）、防災ＦＭ、緊急速報メールサービス等を活用し、住民へ
情報を伝達することとしている。
○原子力規制委員会のホームページでは、原子力施設の状況やモニタリング情報などの情報提供を掲載しており、一般の方向けの携帯電話へのメー
ルにて情報共有する「緊急情報メールサービス」も行っている。

伊方地域の緊急時対応（全体版）伊方地域原子力防災協議会 https://www8.cao.go.jp/genshiryoku_bousai/pdf/02_ikata_0404s1.pdf

原子力規制庁 緊急時情報ホームページ
https://kinkyu.nra.go.jp/



委員ご意見への参考資料
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○プロパンガスの地震対策について、東日本大震災の際にプロパンガスのボンベが津波に流されて発火した事例があることから、津波対策
についてもまとめていただきたい。

○昨今の自然災害、特に洪水時の充てん容器（ＬＰボンベ）の流出を防止するため、令和３年12月、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適
正化に関する法律（以下「液石法」という。）施行規則第十八条（供給設備の技術上の基準）に、洪水等の対策として容器流出対策を加え、
「転落、転倒等による 衝撃及びバルブ等の損傷を防止する措置を講ずるとともに、浸水のおそれのある地域においては、充てん容器等が浸水によって
流されることを 防止する措置を講ずること。」とし、地域の災害リスクに応じて容器の流出防止対策を講ずることを定めている。
○また、合わせて液石法施行規則及び同規則の機能性基準の運用（例示基準参照）において、①対象地域（洪水浸水想定区域（想定最大
規模）等）、②具体的対策（例えば、20kgを超える容器にはベルト又は鎖を２本かける、（容器の浮上により鉄鎖等が簡単に外れることを防ぐた
め）ベルト 又は鎖が外れにくい固定金具を使用する等）を追加している。

経済産業省 https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/oshirase/2021/06/20210618-01.html

写真引用：経済産業省
https://www.meti.go.jp/shingika
i/sankoshin/hoan_shohi/ekika_s
ekiyu/pdf/013_05_00.pdf

（参考）対策内容

容器収納庫
への保管

固定金具の
取り付け



委員ご意見への参考資料①（燃料に関する東日本大震災の経験と教訓）
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○過去の災害において、燃料供給の大元から利用者に至るまでにネックになっている箇所や、燃料の確保が必要だった箇所をまとめたレ
ポートがあるため、これをもとに検討する必要がある。また、東日本大震災の被災地では自家用車が移動手段として重要であり、ガソリン供
給の途絶に対する不安が大きかったことから、燃料供給に関する情報提供についても考慮する必要がある。

○資源エネルギー庁では、平成25年2月に「緊急時石油供給ロジスティクスの強化」において、東日本大震災の経験と教訓及び、
首都直下地震・南海トラフ巨大地震で想定しうる、燃料供給障害についてとりまとめている。

■首都直下地震・南海トラフ巨大地震で想定しうる、燃料供給障害

資源エネルギー庁「緊急時石油供給ロジスティクスの強化」 https://www.mlit.go.jp/common/000988437.pdf



委員ご意見への参考資料②（災害時の燃料需要等について）
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○過去の災害において、燃料供給の大元から利用者に至るまでにネックになっている箇所や、燃料の確保が必要だった箇所をまとめたレ
ポートがあるため、これをもとに検討する必要がある。また、東日本大震災の被災地では自家用車が移動手段として重要であり、ガソリン供
給の途絶に対する不安が大きかったことから、燃料供給に関する情報提供についても考慮する必要がある。

○資源エネルギー庁では、平成30年10月に災害時の燃料供給に係るこれまでの取り組みと新たな課題について」において、災
害時の主な燃料需要や今後の災害対応力強化について論点を整理

資源エネルギー庁「災害時の燃料供給に係るこれまでの取り組みと新たな課題について」
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/saigaiji_nenryo/pdf/001_02_00.pdf



委員ご意見への参考資料
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○災害時における信号機滅灯対策について、ラウンドアバウトを増やすことで停電の影響を受けにくくなると考えられるため、道路政策全体
として考えておく必要がある。

ラウンドアバウトは、直進車両と右折車両との交差など、車両同士の交差箇所が無くなることによる交通事故の軽減や、信号が
無いため災害時に停電となっても安全な走行が可能となることが期待される。
一方、交差点形状を検討する際には、上記の特徴のみならず、交通量や土地の状況を含め総合的に勘案し検討を進めている。
そのため、国交省としては、ラウンドアバウトの導入にあたっては、道路管理者において警察などの関係機関や地域住民の意見を
聞きながら、地域の実情に応じた検討を進めていく必要があると考えている。

ラウンドアバウトのすすめ（令和４年10月）
https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/sesaku/pdf/roundabout.pdf

亘理町公共ゾーン中央交差点（宮城県亘理郡亘理町）

●東日本大震災の被災地では、
信号機がなく、災害に伴う停電時に
も機能するラウンドアバウトを、地域
復興のシンボルとして整備している。
●新たに整備された町役場の庁舎
や防災広場など、地域防災拠点に
隣接する町道上に 復興のシンボル
として整備した。

「ラウンドアバウトのすすめ」より引用



委員ご意見への参考資料
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○道の駅について、防災道の駅は良いものの、行政＋民間で経営しており、災害対応体制が十分ではないところもある。全ての道の駅に
防災の機能を持たせるとともに、備蓄品や行政と連携して整備するという取組が必要である。

国交省では、広域的な防災機能を担うため、全国で３９の「防災道の駅」を選定し、ハード・ソフト両面から重点的な支援を実
施。 また、地域防災計画に位置づけられた「道の駅」については、ＢＣＰの策定、防災訓練など災害時の機能確保に向けた準
備を進めている

国土交通省 ホームページ https://www.mlit.go.jp/road/Michi-no-Eki/third_stage_02.html
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